
別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

前 年 度
２次評価

― ―

１ 次 評 価 見直し
　平成１６年度以降該当者がいないため、要綱は存続させるが、予算措置は講じないも
のとする。（該当者の出現時に流用等で対応する。）

２ 次 評 価

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

電話 内線818

支えあい健やかに暮らせるまち

5

計画事
業番号

136 事務事業名 高額介護サービス費貸付金事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市高額介護サービス費等貸付要綱

事務事業開始年度 平成12年

個別計画等
北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

継続新規継続区分ソフト・ハード区分 単独一般 補助単独区分会計区分ソフト事業

3 介護サービスの充実

２ 対　　象  　介護保険被保険者で、一時的に利用者負担額の支払が困難な方

１ 総合計画体系

1 章）

節） 高齢者福祉・介護の充実

平成25年度

３ 目的と内容  　一時的に介護保険施設等への支払いに苦慮する高齢者に対し、負担額の９割相当額を貸し付ける。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　高額介護サービス費の9割相当額を貸付

2
3
年
度

　高額介護サービス費の9割相当額を貸付

利用者へのサービス費の
貸付
（50,000円-15,000円）
*0.9*24月≒800,000円

該当なし

利用者へのサービス費
の貸付
廃止を含む事業の見直
しを検討

平成22年度 平成23年度 平成24年度

＊計画計画 実績 ＊計画 ＊計画



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

（単位：千円）

活
動
指
標

④ 目標値

実績値

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

【指標の定義（算式等）】 実績値

平成２５年度平成２２年度 平成２３年度

決算額、当初予算額又は推進計画額 0 195

平成２４年度

道支出金

国支出金

その他特財 195

地方債

0 195 0

一般財源

0

285

③ 1人当り年間平均人件費

0

0

9,000

0

9,000 9,000

 ① 合　計

90

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度

9,000

0 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 0

平成２４年度 平成２５年度平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

② 人　数（年間） 0.00 0.01

0

③

0.00 0.00

② 目標値

① 目標値

実績値

実績値

目標値

実績値

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

目標値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

2
　低所得者等に対する事業であり、市民の要求に合致してお
り、市が支給する高額介護サービス費を一時的に貸付ける事
業なので、関与しなければならい。

【指標の定義（算式等）】

目標値

実績値

チ ェ ッ ク 項 目

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

2 　利用者がないため、目標を達成していない。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

2 　利用者がないため、効果なし。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

― 　受益者負担はなじまない。



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

＊計画

介護サービス連絡協議
会
の研修等への講師料を
助
成

計画 実績 ＊計画 ＊計画

介護サービス連絡協議会
の研修等への講師料を助
成           　　　　300千円

介護サービス連絡協議会
の研修等への講師料を助
成（２回分）
　　　　　　　　7回共催実施

介護サービス連絡協議
会
の研修等への講師料を
助
成

介護サービス連絡協議
会
の研修等への講師料を
助
成

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

３ 目的と内容
　市内の介護事業所の機能充実や介護サービスの充実を図るため、従事者の相互連携、情報交換、資質の向上
のための研修会を実施する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　北広島介護サービス連絡協議会への支援
　　　①部会に必要時参加し、行政説明や介護サービスの実態把握、情報交換を行う。
　　　②研修等の講師謝礼の補助。

2
3
年
度

　北広島介護サービス連絡協議会への支援
　　　①部会に必要時参加し、行政説明や介護サービスの実態把握、情報交換を行う。
　　　②研修等の講師謝礼の補助。

3 介護サービスの充実

２ 対　　象 　市内の指定居宅介護支援事業所・指定居宅サービス事業所・介護保険施設の職員等

１ 総合計画体系

1 章）

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

支えあい健やかに暮らせるまち

会計区分ソフト・ハード区分 補助特別会計（介護） 継続新規継続区分ソフト事業 補助単独区分

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等

事務事業開始年度 平成１１年

個別計画等
高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

137 事務事業名 介護従事者フォローアップ研修事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話 内線818

見直し（縮
小）

　民間と行政が一体となって、介護保険の円滑な運営推進のための体制づくりを検討し
ていく必要があるが、研修の講師料助成は予算を縮小し、検討を図る。

２ 次 評 価

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

前 年 度
２次評価

― ―

１ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

2
　研修の講師謝礼への助成については、行政支援として適切
か検討する必要がある。

効
率
性

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3

　安価なコストで、情報交換の活発化、研修内容の充実が図ら
れ、介護保険の円滑運営に寄与している。　市内事業所のう
ち北広島市介護サービス連絡協議会への加入が9割となって
おり、各事業所の質的向上が期待される。

評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

　北広島市介護サービス連絡協議会が発足し、情報交換の活
発化、研修内容の充実が図られている。事業所職員の資質向
上、介護保険の運営推進のための体制が整うことは、介護保
険サービスを受ける市民にとっても有益である。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

　介護保険制度の適切な運営のため、市が関与する必要があ
る。

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

成
果
指
標

関係機関相互連携の充実や専門
職等の質の向上

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目

【指標の定義（算式等）】

目標値

実績値

8

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

実績値
回

8 8 8

7

③協議会との共催研修（講演
会）実施回数

58実績値

64

平成２４年度平成２３年度

目標値
件

0.060.06 0.06

②北広島市介護サービス連絡
協議会加入事業所数－B

目標値
件

平成２５年度

540

①市内介護保険サービス提供
事業所－A

540 540 540

790

9,000

実績値

 ④ ＝②×③

② 人　数（年間）

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

人　件　費

総事業費①＋④ 690 790 790

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

0.06

250

一般財源 30 98

 ① 合　計 150 250 250

98 98

国支出金 60 76

38

地方債

76

その他特財 30

道支出金 30 38 38

38 38

平成２２年度 平成２３年度

250決算額、当初予算額又は推進計画額 150 250 250

実績値

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

目標値

活
動
指
標

④ 目標値

（単位：千円）

算式では計れない

平成２４年度 平成２５年度

76

38



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

前 年 度
２次評価

― ―

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

１ 次 評 価 現状継続
　在宅生活を継続する上での重要なサービスの１つである住宅改修を円滑に進めるた
め、各事業者の果たす役割が重要であることから、継続して実施する。

２ 次 評 価

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

＊計画

理由書作成に対する助
成

計画 実績 ＊計画

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

理由書作成に対する助成
理由書作成に対する助成
１０１件２０２，０００円

理由書作成に対する助
成

理由書作成に対する助
成

３ 目的と内容
　住宅改修を円滑に推進するため、介護支援専門員（ケアマネジャー）業務のうち介護報酬対象外である住宅改
修申請書に添付する理由書作成業務に対し、手数料を支援する。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　住宅改修の支給申請書に添付する理由書1件当たり2,000円を手数料として補助

2
3
年
度

　住宅改修の支給申請書に添付する理由書1件当たり2,000円を手数料として補助

3 介護サービスの充実

２ 対　　象
　指定居宅介護支援事業者、介護予防支援事業者（高齢者支援センター）または、事業所に所属する住宅改修に
ついての相談に関する専門的知識を有する、理学療法士・作業療法士または、福祉住環境コーディネーター検定
試験2級以上の資格を持つものを有する事業所。

継続

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分ソフト事業

支えあい健やかに暮らせるまち

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

ソフト・ハード区分 補助特別会計（介護） 補助単独区分会計区分

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市住宅改修支援事業実施要領

事務事業開始年度 平成１１年

個別計画等
北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度 -

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

137 事務事業名 住宅改修介護サービス事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話 内線818



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

申請に対する助成で、指標では表せない

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

公
平
性

実績値

（単位：千円）

活
動
指
標

④ 目標値

3 　国の基準どおりの単価であり、効率的である。

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

－
　ケアプラン作成時に個人負担がないことから、受益者負担を
求めるものではない。

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3 　住宅改修を円滑に進めるため、有効な事業である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

目標値

実績値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3 　住宅改修を円滑に進めるため、妥当な事業である。

【指標の定義（算式等）】

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値

目標値

実績値

203 250 250①
住宅改修件数

目標値
件

258

実績値

実績値

③

0.10 0.10

② 目標値

平成２４年度 平成２５年度

194

人　件　費

② 人　数（年間） 0.10 0.10

900 900 900 900

1,200

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 1,102 1,200 1,200

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

116

 ① 合　計 202 300 300 300

一般財源 41 116 116

92

道支出金 40 46 46 46

国支出金 81 92 92

その他特財 40 46 46 46

地方債

300決算額、当初予算額又は推進計画額 202 300 300

平成２５年度平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価コメント・評価結果】

前 年 度
２次評価

― ―

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

１ 次 評 価 現状継続
　介護する家族の負担軽減を図るとともに、高齢者の在宅生活の向上や支援を図るた
めに必要な事業であることから現状継続とする。

２ 次 評 価

評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

　おむつ購入費用の助成、在宅生活への復帰支援、介護講座や介護者のつどいの開催等を実施

2
3
年
度

＊計画

おむつ購入費用の助成
在宅生活への復帰支援
介護講座や介護者のつ
どいの開催

計画 実績 ＊計画

平成22年度

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分

家族介護慰労金　　　 2件
おむつ購入助成　　220名
在宅生活復帰　    　15名
介護講座・介護者のつどい
                           5回

家族介護慰労金　　 1件
おむつ購入助成　239名
在宅生活復帰　   　3名
介護講座・介護者のつどい
                         8回

家族介護慰労金　  　 2
件
おむつ購入助成    240
名
在宅生活復帰　      15
名
介護講座・介護者のつど
い
の開催   　　　　　　　　8

おむつ購入費用の助成
在宅生活への復帰支援
介護講座や介護者のつ
どいの開催

３ 目的と内容

　介護する家族の労をねぎらうための介護慰労金の支給、高齢者等が健全で安らかな生活を営むことができるよ
う紙おむつの費用の一部助成、一時帰宅中に利用する居宅サービスに係る費用の一部助成により、家族の負担
軽減を図るとともに在宅生活の向上や支援を図る。また、高齢者の介護する家族のため、介護知識の普及を行
う。

ソフト・ハード区分 補助特別会計（介護） 補助単独区分会計区分

　　家族介護慰労事業：対象被保険者2名
　　おむつ購入助成事業：対象被保険250名
　　在宅生活復帰支援事業：対象被保険者15名
　　家族支援事業：介護と上手に付き合う講座年3回開催
　　　　　　　　　　　　介護する家族のつどい年2回開催
　　　　　　　　　　　　認知症高齢者を介護する家族のための講座3回1コース開催

3 介護サービスの充実

２ 対　　象 　高齢者を介護している方

ソフト事業

支えあい健やかに暮らせるまち

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

継続

内線805

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等
介護保険法第115条の44、北広島市家族介護慰労金支給要綱、北広島市
高齢者等紙おむつ助成事業実施要綱外

事務事業開始年度 昭和５８年

個別計画等
北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

140 事務事業名 家族介護支援事業 担当部署
保健福祉部

高齢者支援課
電話



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

■ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

□ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

2 2

実績値 1

（単位：千円）

活
動
指
標

④
家族介護慰労金

目標値
件

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 □　法律の義務付けあり ■　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3
介護する家族の経済的な負担の軽減、及び介護者同士の交
流によるストレスの解消や孤立感の軽減に効果がある。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3
在宅生活の支援として必要な事業であり、介護する家族にとっ
て必要な情報が提供されており効率性は高い。

目標値

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3
在宅生活の支援として費用の一部の助成、又は介護する家族
にとって必要な情報の提供であり適当である。

目標値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3

高齢社会の進展の中、在宅で介護する家族が増加しており、
家族の介護負担の軽減のため必要な事業である。また、正し
い介護の知識や介護技術の習得は在宅介護を推進する上で
も必要である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

【指標の定義（算式等）】

チ ェ ッ ク 項 目 評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

成
果
指
標

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

実績値

介護状況など個別的継続的支援のため指標で計ることは困難

2 2

8目標値
回

8 8

実績値 8

15

①
おむつ購入費助成

目標値
人

236

0.05 0.05

②
在宅生活復帰支援

目標値
人

15 15

240 240 240

450 450 450

実績値

実績値

③家族支援事業（介護と上手につき
あう講座、介護する家族のつどい、
認知症講座）

15

8

3

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

平成２４年度 平成２５年度

220

人　件　費

② 人　数（年間） 0.05 0.05

9,000 9,000 9,000

450

11,061

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

一般財源 1,484 4,106 4,106

 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 8,173 11,061 11,061

③ 1人当り年間平均人件費

国支出金 3,089 3,253 3,253

4,106

 ① 合　計 7,723 10,611 10,611 10,611

地方債

3,253

道支出金 1,544 1,626 1,626 1,626

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

その他特財 1,606 1,626 1,626 1,626

10,611決算額、当初予算額又は推進計画額 7,723 10,611 10,611

平成２５年度



別紙１ 北広島市

【基本情報】

【事業概要】

（第

（第

（施策 ）

【事業の計画・実績】

【評価結果・評価コメント】

平成２３年度 事務事業評価調書（事後評価用）
平成23年5月20日現在

計画事
業番号

144 事務事業名
介護サービス利用者負担額軽減事

業
担当部署

保健福祉部
高齢者支援課

電話 内線818

事務区分 ■自治事務　□法定受託事務 根拠法令等 北広島市介護保険サービス低所得者等利用者負担額の助成に関する要綱

事務事業開始年度 H12年

個別計画等
北広島市高齢者保健福祉計画・第４期介護保険事業計画
北広島市高齢者保健福祉計画・第５期介護保険事業計画〃  終了予定年度

ソフト事業

支えあい健やかに暮らせるまち

5 節） 高齢者福祉・介護の充実

ソフト・ハード区分 補助一般 補助単独区分会計区分

・障害者ホームヘルプサービス利用者～１名
・社会福祉法人軽減対象者～２６名
　（郵便料・手数料） 　　　　　21,000円
　（負担金）　　　　　　　　　　192,960円
　（社会福祉法人軽減）　　　250,000円

3 介護サービスの充実

２ 対　　象
　65歳到達前1年間に障害者施策の訪問介護利用実績のある者
　生計困難者に対して介護サービスの利用者負担を軽減した社会福祉法人

継続

１ 総合計画体系

1 章）

新規継続区分

障害者ホームヘルプサー
ビス
１２名
社会福祉法人軽減総額
５００，０００円

障害者ホームヘルプサー
ビス
該当なし
社会福祉法人軽減総額
７８，７９０円

訪問介護実績者に助成
サービスの自己負担分
を軽減した社会福祉法
人に軽減額を助成

訪問介護実績者に助成
サービスの自己負担分
を軽減した社会福祉法
人に軽減額を助成

３ 目的と内容

　65歳到達によって障害者自立支援法の対象から介護保険法の対象へ移行することとなり、移行前まで自己負担
なしで利用できたサービスが移行後は自己負担（1割）が生じることになるため、制度間の矛盾を解消することを目
的として、助成している。
　生活困難者に対し利用者負担額を軽減することにより、介護サービスの利用促進が図られることを目的として、
社会福祉法人に助成している。

４ 実施内容
　（手　　段）

2
2
年
度
ま
で

・障害者ホームヘルプサービス利用者～該当なし
・社会福祉法人軽減対象者～２２名
　（社会福祉法人軽減）　７８，７９０円

2
3
年
度

＊計画

訪問介護実績者に助成
サービスの自己負担分
を軽減した社会福祉法
人に軽減額を助成

計画 実績 ＊計画

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

＊計画

現状継続
　障害者及び生活困難者が必要なサービスの提供を受けることができるよう、事業を継
続していく。

２ 次 評 価 現状継続

（※ 平成23年度の計画については、年度当初の計画内容を、平成24・25年度の計画について
　　は、推進計画の計画内容を記入してください。）

前 年 度
２次評価

― ―
評価区分

「拡大重点化」
「現状継続」
「見直し」
「統　合」
「休止・廃止」
「終　了」

１ 次 評 価



【事業費の推移】

【評価指標】

①

②

③

【評価項目】

464決算額、当初予算額又は推進計画額 79 464 464

平成２５年度平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

その他特財

地方債

道支出金 59 339 339 339

国支出金

125

 ① 合　計 79 464 464 464

一般財源 20 125 125

 ④ ＝②×③

総事業費①＋④ 979 1,364 1,364

③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

900

1,364

指　　　　標　　　　名 単位 平成２２年度 平成２３年度

事
　
　
業
　
　
額

直接事業費

9,000

平成２４年度 平成２５年度

1

人　件　費

② 人　数（年間） 0.10 0.10

900 900 900

実績値

実績値

③

0.10 0.10

②
軽減対象となる生活困難者数

目標値
人

25 25

1 1 1

25 25

①
65歳到達障害者

目標値
人

0

22

目標値

実績値

個別の状況に応じ支援するため、指標では表せない

【指標の定義（算式等）】 実績値

目標値
成
果
指
標

目標値

【指標の定義（算式等）】 実績値

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

3 　障害者及び生活困難者に対する軽減であり、妥当である。

【指標の定義（算式等）】 実績値

チ ェ ッ ク 項 目

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏ってい
　ないか

3 　国の基準どおり受益者負担は徴収しており、公平である。

目標値

・投入した予算や人員に見合った効果が得られているか
　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

3 　効率的である。

評点 平成２２年度における評価　（現状と課題）

【 法律で実施が義務付けられている事務事業か 】 ■　法律の義務付けあり □　法律の義務付けなし

評点区分 　　　３　適　　　　切　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　　　　１　不　適　切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

3 　障害者及び生活困難者に対する軽減であり、有効である。

効
率
性

実績値

【民間活力の活用性評価】
（事業担当部局が評価）

□ 民間等での実施または市民等との協働が可能である。

■ 民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

活
動
指
標

④ 目標値

（単位：千円）
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